






































































写真1（左上）みかん
写真2（右上）天竜浜名湖線
写真3（左下）姫様道中
写真4（右下）校章

 
②静岡県磐田市中泉地区ビタミンロードシャッターアートプロジェクト
　磐田駅の西に位置するビタミンロードのシャッターアート事業は、2021年IW高校グループ「アイカツ」が提案し
た『人が集まる磐田をつくります!～自慢したくなるまち～』がもとになっている。かつてはにぎわいを見せていた
商店街だったのだが、近年はシャッター商店街となっている。そこで、高校生の「シャッターアート事業を展開し
シャッター商店街の活性化を目指そう！」という提案のもと、同じ思いを持つアーティストと市内3校の高校美術
部とで共同して本事業を進めるように体制を整えた。実際の作業には地域住民（中泉地区地域づくり協議会メン
バー、自治会役員）と本学学生が関わり、シャッターアート制作が進められた（写真5～10）。

　また、2023年度末の3月にはここまで高校生と関わって
きた鈴木海斗氏（GOLDEN JUNK代表アーティスト・東京
ヴィジュアルアート専門学校非常勤講師）によるシャッター
アートが進められ、本学学生も作業に加わり4月上旬に完
成させた（写真11・12）。
　左の図1は、ビタミンロードシャッターアート事業を通して
浮き彫りとなった課題をもとに、対話・共有・交流を位置
づけたものである。地域づくり協議会と制作担当する高校
生、そして関係する自治会役員・住民間で、シャッターアート
の目的や意義について対話を重ね、共有し、展開過程で高
校生とシャッター提供者など住民が交流することをイメー
ジした。この事業の中心になって動くアーティストの存在は
大きく、今後さらにアートを中核とした地域活性化を推進す
る際のポイントとなるものと言えるだろう。
 図1 対話・共有・交流を位置づけた事業イメージ

33



写真7　2023年7月IE高制作 写真8　2023年4月IW高制作

写真9　住民による錆取り 写真10　IE高制作風景

写真11　本学学生の参加 写真12　アーティスト鈴木海斗氏の作品

写真5　2023年4月IA高制作 写真6　2023年4月IA高制作
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3．美術館等との連携・協働
　静岡県長泉町にあるヴァンジ彫刻庭園美術館（現在は閉館。静岡県の文化拠点施設として再開準備中）の元
副館長 岡野晃子氏が監督・制作した映画『手でふれてみる世界』は、イタリアにあるオメロ触覚美術館を紹介す
る映画である。この美術館は、見えない人も見える人もすべての人が訪れ作品鑑賞できる美術館である。まさにイ
タリアのインクルーシブとダイバーシティに裏付けられた美術館と言える。
　この映画の上映会と監督の岡野晃子氏のトークショーなど、以下の日程で開催した。

『手でふれてみる世界』上映会
・日時：2024年2月25日(日)13:00～16:00
・場所：磐田市「ひと・ほんの庭にこっと」
・日程：�13:00～14:00　映画『手でふれてみる世界』の上映  

14:15～15:15　監督・岡野晃子氏トークショー（鈴木光男との対談） 
15:30～16:00　触覚・触感を楽しむワークショップ＆交流会

　最後のプログラム「触覚・触感を楽しむワークショップ」は、本事業の協力者の一人で石彫作家でもある藤田
雅也氏（静岡県立大学短期大学部　教授）と、上述のシャッターアート事業にご協力いただいた鈴木海斗氏、そ
れから磐田市在住の陶芸家 川合絢也氏（むみょう焼き）の3人の作家それぞれの作品を触って鑑賞するワーク
ショップであった。参加者全員がアイマスクで視覚を閉ざした中で鑑賞するワークショップは、刺激と学びに満ち
た企画となった。
　また、協力者の筧有子氏（浜松学院大学　准教授）・島口直弥氏（浜松市美術館 指導主事）にも当日の運営
や事後の振り返りなどご協力いただいた。

写真13　『手でふれてみる世界』上映会チラシ
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成長期のサッカー選手における外傷・障害予防事業

代 表 者：	根地嶋誠（リハビリテーション学部）
連携機関：	FUKUROI FOOTBALL CLUB

【はじめに】
　本事業は、成長期のサッカー選手におけるスポーツ傷害を予防することを最終目的とした傷害調査である。こ
の事業に至る要因は大きく2つある。一つは近年の児童生徒を取り巻く環境の大きな変化があることである。こ
こ十数年でスマートフォンの急速な普及が進み、さらに2019年の感染症拡大により身体活動量の低下が認めら
れ、運動器の成長発達や傷害の発生にも影響していることが考えられる。従って児童生徒の運動機能や傷害の
状況を改めて調査する必要がある。二つ目は、我々は過去に学生とともに部活動を行っている高校生のメディカル
チェックや小中学生の運動器健診に取り組んでいることにある。学生はこれらの活動を通じ、非認知能力および
社会人基礎力を養う機会となっていると考えられる。従って本事業に学生が参加すれば教育的にも有用である。
社会における必要性と学生教育の2つが着想を得るに至る点である。
　国内におけるサッカーの傷害調査は、1980～2016年を対象としたレビューでは、採択条件を満たした論文は6
編であり、成長期である中学生を含むものは3編と決して多くはない。この3編は、1998・2003・2011年に発表され
ており、これらの年代から社会情勢が大きく変化している近年の調査は見当たらない。そのため、近年の成長期
におけるサッカー選手の傷害の状況を把握することは重要である。
　本事業におけるサッカークラブにおいては、監督コーチからケガの発生について捻挫、オスグッドシュラッター
病、骨折、腰椎分離症が問題であることを伺っている。これらの傷害は、練習および試合への参加を制限し、場
合によっては後遺症を生じる可能性がある。そのため予防策を講じたい考えである。このようなサッカーによる傷
害を予防したいチームは他の地域でも多いことが想像され、この課題を解決する取り組みには意義がある。
　傷害予防において、傷害発生の調査とともに運動器機能の把握も重要である。近年、しゃがみ込みや前屈など
ができない生徒児童が増えているとの指摘もある。近代化及び感染拡大による運動不足の影響が相まって、いっ
そう運動器の機能低下が懸念される。成長期における運動器の機能低下が傷害に関連するかについては十分に
調査されておらず、検証が必要である。
　一方、保健医療福祉を学ぶ学生にとって学内の学生および教職員以外の第3者と交流することは、社会人基礎
力などの育成に役立つ。学生が学ぶ環境についても、感染拡大による影響で他者とのコミュニケーションを図る
機会が減っていることが指摘されている。本事業のように機会を創出することは学生教育にも役立てられる。
　本事業の目的は、学生の学びの機会としつつ、地域のサッカークラブのスポーツ傷害の調査およびその要因と
される運動器機能の検査測定を実施し、予防策立案に役立てることである。

【方法】
　対象は，本研究の目的及び方法を説明し趣旨に同意を得たサッカークラブチームに所属する中学生とした。除
外基準として、医師より診断を受け測定に制限があるもの、また医師の診断を受けていなくても当日痛みなど測
定に制限があるもの、退団したものとした。
　基礎情報として、学年、身長、体重、BMIを測定した。運動器機能の測定は、立位体前屈、しゃがみ込み、上肢
挙上可動性、片脚立位保持、殿踵間距離、下肢伸展挙上テスト、パフォーマンス（ジャンプ高、Tテスト）を測定し
た。さらに傷害の発生状況を調査した。傷害は、6月～12月の間で新規に発生した練習を休むまたは制限したもの
とした。
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【考察】
　本調査では、新規に発生した傷害の有無により運動器機能を比較した結果、いずれの項目においても有意な
差は認められなかった。これは傷害において外傷が多かったことが影響したと考えられる。外傷では、打撲、捻
挫、骨折が多くをしめていた。運動器の機能の項目は、殿踵間距離や下肢伸展挙上テスト、しゃがみ込みなど柔
軟性を中心とした測定であり、アクシデントとしての外傷と柔軟性との関連は低く、傷害の有無で各項目に差がな
かったことが推察された。
　接触及び非接触の割合はそれぞれ半数を占めた。接触による傷害は打撲や骨折があり、非接触では捻挫や肉
離れであった。突発的に生じる外傷であっても捻挫や肉離れは、全身のバランス向上や筋の柔軟性の確保、疲労
の対策などにより発生率を低下させる可能性がある。今後、傷害予防のための評価として柔軟性以外の項目も検
討する必要が示唆された。
　しゃがみ込みについて、本調査では不可能であった者は31名（45.6％）であった。感染拡大前の先行研究で
は、小学生で7.1％、中学生で21.7～32.3％であり、本調査の中学生においては不可能である者が多かった。先行
研究では、部活動などの運動をしている者や運動をしてない者も含んでいるが、本調査ではサッカー選手のみで
あることが影響した可能性がある。また感染拡大前と後では、運動器の機能に相違があったかもしれない。本調
査ではしゃがみ込みの可否と傷害発生の関連は認められなかったが、対象者数を増やしつつ、他者との接触によ
る打撲などを除いて検証を進める必要がある。

【倫理的配慮、利益相反】
　本調査は、ヘルシンキ宣言に準拠しまた本学倫理委員会の承認を得た。
　演題発表に関連し開示すべきCOI関係にある企業などはありません。
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持ち合うことで自己肯定感の向上を図った（図4）。
　プログラム実施後に書面・及び口頭で研究者から説明
を行った。一週間の期間をおいて書面で同意が得られた
ものを研究対象者としインタビューを行った。

【インタビュー結果】
　研究協力者は男性2名、女性2名の計4名であった。イ
ンタビューはインタビューガイドを用いて実施した。インタ
ビューガイドは、自分史プログラムに参加した理由、参加
してみての感想、作成した自分史の使用法、自分史が完成
してからの生活の変化、自分史が人生に与えた影響、につ
いて半構成的に実施した。インタビューは同意を得て録音
し、逐語録を作成した。作成した逐語録は各個人の内容
から個人の特徴をまとめ、自分史が人に与える影響につい
て特徴を捉えるように分析した。以下に各人の結果を報告
する。

・A氏:男性
　地域の社会福祉協議会に長く関わり会長も務めた経験
があった。街づくり協議会のボランティア活動にも参加し
ていた。特に家事支援事業は、組織作りから文書作成、
規約制定まで1年以上かけて取り組んだため、自信を持っ
て語れる経験であった。自治会長や区会長時代の資料な
ど、過去のものを捨てられない性格だったが終活の一環と
して、また、長年整理できていなかった部屋の片付けを兼
ねて、自分史を作成することに興味を持った。自分史作成
を通して過去を振り返り、資料を整理し、家族に渡したい
と考えていた。今後、自分史作成プログラムで作成したも
のを参考により詳細な自分史を作成したいと考えている。

・B氏（女性）
　戦時中に生まれ平和に過ごせることのありがたみを意識
していた。また近年の情勢不安定化から、自身の生きた時
代背景を残しておくことの必要性を感じていた。家庭では
子育てが一段落し、孫も成長したことで、自分自身の人生を見つめ直したいという気持ちがあった。これまでの人
生を振り返る機会がなかったため、自分史作成を通して、自身の経験を記録に残したいと思った。夫に勧められ
て自分史作成プログラムに参加した。
　自分史作成を通して、過去の自分を振り返り新たな発見があった。また、グループ活動を通して、他者の意見を
聞くことの重要性や楽しさを実感した。今後も年齢に関係なく、積極的に社会参加し、人生を楽しみたいと考えて
いる。自分史作成プログラムで作成した自分史は今後、子どもや孫に見せる予定である。

・C氏（女性）
　終活の一環としてアルバムの整理をしていた所、Aさんに誘われて軽い気持ちで参加した。自分史作成を通して

図２：インタビューの様子

図３：対象者と相談し自分史を作成

図4：対象者と相談し自分史を作成
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人との出会いや繋がりの大切さを再認識した。自分史を友人に見せたところ好評だった。自分史作成をきっかけ
にこれまでの人生を振り返り、様々な人との出会いに恵まれてきたことに感謝の気持ちを抱いている。今後、さら
に自分史の内容を充実させたいと考えている。

・D氏（男性）
　地域の祭りの活動を通して、地域の人 と々の繋がりを感じていた。自分史作成プログラムの参加を通して自分の
人生を振り返り、整理することの必要性を感じた。作成した自分史は自己紹介などに活用したいと考えている。近
年、終活や断捨離に関心を持つ人が多い中で、一方で自分史作成の意義が、まだ多くの人に理解されていないと
感じている。

【考察】
　4名のインタビュー結果から、参加者の背景は社会活動経験者、終活を意識し始めた人、人生を振り返る機会
を求めている人など様々であった。自分史作成への参加の動機としては、終活や自分史作成を通して人生を振り
返りたいという気持ちや、周囲の人々に自身の経験を伝えるきっかけがほしかったことなどがあげられた。今回、
地域活動やもともと交流があった者同士で声を掛け合うことで、参加するきっかけとなった。自分史作成を通し
て過去を振り返り、整理し、自身のあり方を再認識し、これからの生き方や人とのつながりについて考える機会と
なっていたことが明らかになった。

【成果】
　2024年度は本活動に関心を持った浜松市立都田図書館と連携し発展・継続していく予定である。2024年11月
に開催される第8回アジア太平洋作業療法学会で発表予定である。
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かけがわ健活プロジェクト～茶ゃっと健康測定～

代 表 者：	柴本　勇（リハビリテーション学部）
連携機関：	掛川東病院、掛川市役所　長寿推進課

【緒言】
　「フレイル」は加齢に伴って心身の虚弱が原因で生活機能に支障をきたしている状態と定義され、身体
的な課題、精神・心理的な課題、社会的な課題を含む概念である。本用語は、「Filiality」由来の造語で
あるが、それは我が国において本状態に陥る前に適切に対策を講ずることによって、生活機能が全廃する
という状態を回避できるという期待に基づいている。すなわち、我が国において本概念は可逆性ある虚弱
であり、どのような対策や対応を講じるかということが議論されるべき点となっている。そのような背景
から、各地方自治体においては種々特徴ある政策が議論され実行されている。その対策の中核は、フレイ
ル状態から要介護状態への移行をいかに食い止めるかが重要な点である。
　掛川市においては高齢化率が28.38％（2023.4.1）となっており、その割合は年々増加傾向にある。平均
寿命が延伸し、高齢者が増加していくと要介護状態の人が増加するだけでなく、その前段階のフレイル高
齢者の増加も予想される。フレイルになる前、なっていても早期の段階で予防活動をしていくことが健康
寿命を伸ばし、いつまでも生きがいをもって自立した生活を営むことができる住民を増やすことになると
考える。
　フレイル状態を予防していくためには、その背景要因や心身状態を知り、効果的な予防活動をしてい
く必要がある。Fried ら（2001）によるとフレイルは「筋力の衰え、歩行速度の低下、活動量の減少、疲
労、体重減少」の５つの判定項目の中で、３つ以上に該当する場合と定義している。
　2021年度より、掛川市、聖隷クリストファー大学、掛川東病院との本プロジェクトを実施し、掛川市
の特徴を分析した上で効果的な予防活動へとつなげていくこととした。2021度は、639名、2022年度は、
646名に「生活機能・運動機能・栄養状態・口腔機能・閉じこもり・認知機能・抑うつ状態」の各項目の
量的評価を実施した。
　2021年度は「口腔運動低下」と「抑うつ状態」が「活動度低下」を生じさせ、運動能力低下に至る実
態が明らかとなった。2022度は「口腔運動低下」「抑うつ状態の割合が向上した」のが特徴であった。
また、後期高齢者の「転倒リスク」が高いことも明らかとなった。2023年度は本プロジェクトの３年目
であり、２年間の結果を経時的に見るため、同様の項目を実施し、３年間の年数と共に変化する項目の有
無を明らかにすると同時に、掛川市の施策事業の形成につなげていく。

【目的】
　本プロジェクト３年目の目的として、１年目、２年目同様、65 歳以上の掛川市在住の高齢者に対し、生活機能・
運動機能・栄養状態・口腔機能・閉じこもり・認知機能・抑うつ状態の項目についての実態を調査し、調査結果
から掛川市民が要介護状態やフレイルに移行するまでの機能低下の順序性について検討する。また、２年間実施
した対象者に対し、同様の項目を縦断的に調査することで、掛川市が行っている事業の効果を把握することを目
的とする。そして、本プロジェクトから、今後の住民サービス向上に資する情報を得ると共に、掛川市が実施する
介護予防事業やその他事業に反映させることを目的とする。
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表１　前期高齢者と後期高齢者での測定結果比較

2．基本チェックリスト
　基本チェックリストの結果を前期高齢者と後期高齢者に分けて，図２に示す。
　基本チェックリストでは実際の測定結果とは異なり、運動・口腔・認知・抑うつの項目で気になるとチェックした
割合が高かった。

図２　基本チェックリストの結果
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3．運動機能
①5m歩行テスト
	 　５ｍ歩行テストのｍ/秒と年齢に負の相関

がみられた。これは、年齢が高くなるにつれ
て、1秒で歩ける距離が短くなることが要因
と思われた。92歳を境として基準値を下回る
傾向があった（図3）。

	 　また、フレイルと判定される被験者は殆ど
が後期高齢者であった（図4）。

②30秒椅子立ち上がり
	 　30秒椅子立ち上がりの回数と年齢に男女

共に負の相関がみられた。男性は83歳、女
性は87歳を境として基準値を下回る傾向が
あった（図5）。

	 　5m歩行テスト同様、フレイルと診断される
のはほぼ後期高齢者であることが理解でき
た（図6）。

図3　5m歩行テスト結果

図4　5m歩行テスト結果（前期高齢者・後期高齢者）

図5　30秒間立ち上がり回数(女性)

図6　30秒立ち上がり回数（全体）
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③下腿周囲長
	 　下腿周囲長については、前期高齢者で

42％、後期高齢者で78％がサルコペニアの
範疇であった（図7）。

 

4．2021年度から2023年度の縦断検討
　2021年度と2023年度の3年間調査した491名の特徴としては、過去2年同様に最長発声持続時間有意に短縮し
た（P＜0.001）。ただし、歩行と筋力は1年間で有意に高くなった（P＜0.001）。本対象者は運動練習を行ってお
り、普段実践している機能は向上することが見いだされた。今後は口腔運動を含めた全身的な活動と気分を上げ
る活動が、掛川市の高齢者施策として必要と思われた。

【連携の成果】
　本プロジェクトは、産・官・学の三者が共同して、掛川市の高齢者の現状を把握し掛川市の長寿を推進する施
策のための基礎データを調査することにある。2022年度の調査から、三者共同し専門性による分担をすることに
よって掛川市の現状把握が適確に把握できた。

【本プロジェクトの公表】
・The 5th Seirei International Research  Conference (浜松、日本) 2024年2月19日　発表済

図7　下腿周囲長でのサルコペニアの割合
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